
  
 
 
  

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

標準的な健診・保健指導プログラム（改訂版）及び健康づくりのための 

身体活動基準2013に基づく保健事業の研修手法と評価に関する研究 

 

総括報告書 

 

研究代表者 津下一代 （あいち健康の森健康科学総合センター センター長） 

 

研究要旨 

特定健診・特定保健指導では個人のリスクに応じた保健指導の充実（生活習慣改善、重症化防止）、

対象者の身体状況や生活環境、意欲等に応じた支援ができる保健指導者が求められている。そのため

全国で研修会が実施されているが、研修の課題を分析し、対応策を検討した研究は少ない。 

そこで本研究班では、国、都道府県、医療保険者、学会、保健指導機関等が実施している研修の課

題を分析、より効果的な方法について検討する。また、保健指導者の意欲・知識・技術の変化、保健

指導効果、国民への波及効果について評価できる指標の設定をおこない、その結果から保健指導者の

特性分析をおこなう。本年度は、都道府県・国保連、日本人間ドック学会による研修の実態調査、保

健指導者の知識・スキルについての習得度・認知度調査を実施した。保健指導スキルや自信度は、職

種、施設、経験年数、市町村などの間で差が大きくなってきているため、対象者特性を把握し、ニー

ズに合った研修を行う必要性がある。また研修の企画にあたって外部アドバイザーの必要性も要望と

して挙がってきている。研修の標準化をはかり、地域ごとのアドバイザーを育成する目的で、研修の

ためのコアスライドを作成した。e-learning等、新しい手法やOJTの活用など、継続的な研修の在り

方についても検討した。 
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A. 研究目的 

健康日本２１（第２次）の目標達成に向け、循

環器疾患や糖尿病の予防体制の充実、身体活動量

増加対策が不可欠である。特定健診・特定保健指

導では個人のリスクに応じた保健指導の充実（生

活習慣改善、重症化防止）、対象者の身体状況や

生活環境、意欲等に応じた支援ができる保健指導

者が求められている。新たに発出された「標準的

な健診・保健指導プログラム（改訂版）」、「健

康づくりのための身体活動基準2013」をその根拠



 

を含めて十分に理解し、現場で活用できる保健指

導者の育成が不可欠であり、そのための研修の充

実は喫緊の課題である。とくに情報提供の在り方、

禁煙、節酒、身体活動については大幅に加筆され

ており、指導者への普及を急ぐ必要がある。 

特定保健指導では制度開始当初より研修ガイ

ドラインが定められ、保健指導者の能力として以

下の事項が実践できることを求めている。 

 

健診・保健指導実施者が有すべき能力 

（標準的な健診・保健指導プログラム改訂版より） 

（１）健診結果と生活習慣の関連を説明でき、行動

変容に結びつけられる 

（２）対象者との信頼関係を構築できる 

（３）個人の生活と環境を総合的にアセスメント 

する  

（４）安全性を確保した対応を考えることができる  

（５）相談・支援技術  

  ①カウンセリング的要素を取り入れた支援 

  ②認知行動療法の手法、コーチングの手法等を

取り入れた支援 

  ③個々の生活習慣の改善のための具体的な技術

  

（６）個々の生活習慣に関する専門知識をもち活用

できる  

  ①栄養・食習慣についての専門知識  

  ②身体活動・運動についての専門知識 

  ③たばこについての専門知識  

  ④アルコールについての専門知識  

（７）学習教材を開発する 

（８）活用可能な社会資源に関する情報収集を行う 

 

これらの要求を満たすため、国、都道府県、医

療保険者、学会等において、図のような体系のも

とに研修会が実施されてきた。しかし制度開始当

初は一律の伝達講習で一定程度の効果が認めら

れたが、この5年間の取組みにより、学習者のニ

ーズの多様化、研修会への要求の高度化が求めら

れている。また、研修の評価については十分検証

されておらず、研修効果を測定する指標の確立も

必要であると考えられた。 

そこで本研究班では、国、都道府県、医療保険

者、学会、保健指導機関等が実施している研修の

課題を分析、課題を抽出し、解決策を検討するこ

ととした。また、保健指導者の意欲・知識・技術

の変化、保健指導効果、国民への波及効果につい

て、汎用性のある評価指標の設定を試みた。 

 各都道府県、学会等で標準的な研修が行われる

よう、第二期の改正点を中心としたコアスライド

を作成、ホームページを立ち上げてこれらの情報

がどこでも利用可能な環境を整えることとした。 

本稿では1年目の取組みついて報告する。 

 

B. 研究方法 

１）都道府県及び国保連による研修についての実

態調査 

都道府県の生活習慣病対策主管部（局）、都道

府県国保連の保健事業担当課にて、研修等、市区

町村の特定健診・保健指導等の保健事業への支援

を実施している担当者に対し、郵送にて記名式ア

ンケート調査を実施した。内容は研修の立案、運

営、評価等について現状と課題、要望等について

である。  

 

２）保健指導機関における保健指導スキル評価と

対策 

〇調査票作成：標準的な健診・保健指導プログラ

ム【改訂版】の研修ガイドラインをもとに、健

診データの情報提供の在り方、禁煙、節酒、身

体活動について習得度に関する調査票を作成

した。特定保健指導研修会基礎編用調査票、計

画・評価編用調査票、特定健診・特定保健指導、

身体活動基準2013の認知度調査票を作成した。 

〇調査実施：特定保健指導等に関する研修会、専

門職種の研修会等にて、アンケート調査を実施、

2,194人の回答を得た。 

〇分析：①保健指導者の知識・スキルについての

習得度・認知度に関する調査票を作成、②習得



 

度・認知度を全体と職種別に分析、③認知度の

保健指導者の所属による差、保健指導経験年数

や従事頻度による差を検討した。 

 

３）日本人間ドック学会研修会参加者の課題分析 

上記の調査票に加え、研修会へのアンケート、

OJTの状況、職場における役割等について尋ねる

アンケートを、インターネットを用いて実施、回

答を機関の状況や職場での役割等の観点から分

析した。 

 

４）管理栄養士・栄養士の保健指導に関するコン

ピテンシーの測定 

社団法人日本栄養士会事務局を通じて各都道

府県栄養士会に対し、栄養ケア・ステーション特

定保健指導登録者名簿の提供を受け、保健指導に

関するアンケートをおこなった。基本属性6項目、

保健指導経験に関する3項目、管理栄養士の基本

コンピテンシー4項目、保健指導に関するコンピ

テンシー60項目、制度・プログラムに関する認知

度5項目で構成した。 

 

５）eラーニングの開発と効果に関する検討 

インターネットを通した禁煙支援・治療のため

の指導者トレーニングプログラムを用いて指導

者研修を行い、その使い勝手と効果、さらに効果

に関連する要因を分析した。学習修了者を対象に、

学習後にプログラムに対する指導者の評価（興味、

学習の難易度、学習期間、学習量、操作性、知人

への紹介についての6項目）を尋ねるアンケート

調査を実施し、プロセス評価を実施した。次に、

有効性評価のため、参加者にe ラーニング上で学

習前後にテストやアンケートを実施し、禁煙支

援・治療に関する指導者の知識、態度、自信、行

動の変化を調べた。 

 

６）コアスライドの作成 

第一期の成果を踏まえ、第二期の重点項目を中

心としてコアスライドを作成した。具体的には、

①健診結果のフィードバック・受診勧奨、②食生

活支援、③アクティブガイドを活用した特定保健

指導、④健診や保健事業の場で短時間でできる禁

煙支援、⑤飲酒のリスクと節酒支援のポイントで

ある。 

 

７）ワークショップの実施 

都道府県国保連合会、協会健保各支部、健康保

険組合連合会、保健指導機関等の講習会企画担当

者及びアドバイザーとして関与する講師等を対

象とし、研修の標準化、課題に対する解決法や取

り組み、講師の質の向上を図るためのワークショ

ップを開催した。アンケート調査結果を供覧した

上で、グループワークにて研修企画者の生の声を

拾った。コアスライドについて各専門家より説明

の後、意見聴取を行い、改善点について検討した。 

 

８）研究班ホームページの立ち上げ 

研究班で調査した内容、コアスライド、研修会

等の情報を全国に早く配信するため、ホームペー

ジを立ち上げた。 

 

C. 研究結果 

１）都道府県及び国保連による研修についての実

態調査 

〇有効回答数84件（89.4％）。82カ所が研修を実

施。都道府県においては、共催機関と一緒に立

案すること、ついで所属部署内の職員で立案す

ることが多かった。国保連は、所属部署内の職

員で立案すること、ついで共催機関と一緒に立

案が多かった。両機関とも外部のアドバイザー

を活用することは少ない現状であった。 

〇内容としては、保健指導スキルの向上、特定健

診・保健指導に関する知識の習得に関する内容

が多く、データ分析に関する知識・スキルの習

得に関しては、少ない個所であるが実施されて

いた。また、わずかであるが、PDCAサイクルに

もとづく事業運営に関する情報収集に関し、実

施されていた。 



 

〇研修の評価としては、研修直後のアンケートの

みが多く、一部で前後評価が行われていた。 

〇研修の立案にかかるスキルについて、今まで修

得する機会としては都道府県の35機関、国保連

の33機関が有ると回答し、そのほとんどが保健

医療科学院の生活習慣病対策にかかる研修で

あった。 

〇立案・運営に関する課題としては、職種に見合

った研修内容とすることの困難さ、グループワ

ークの内容など、研修内容の充実に向け困難感

を持っていた。少数意見であるが、研修の予算

の確保の難しさや、外部のアドバイザーの確保

の難しさを課題と捉えていた。また、市町村格

差が生じているのを捉えており、その格差に見

合った研修を立案することが課題と捉えてい

た。少数意見であるが、保健事業の運営におけ

る、データ分析に基づくPDCAサイクルを実行す

ることにまだ不慣れであることを捉えていた。 

 

２）保健指導機関における保健指導スキル評価と

対策 

〇基礎編では「健診結果から身体変化と生活習慣

の関連を説明」、「生活習慣の改善点を対象者と

考える」、「保健指導の目的とスケジュールにつ

いて説明」の習得度・認知度は高く、「問題飲

酒のスクリーニングテスト（AUDIT）を使った

適正飲酒支援」、「禁煙支援マニュアルに基づく

短時間支援」、「同マニュアルに基づく標準的支

援」の習得度は低かった。 

〇計画・評価編に関する調査では「健康日本21」、

「標準的な健診・保健指導プログラムの内容理

解」、「保健事業にPDCAを活用」が高く、「社

会資源を活用した実施体制の構築」、「禁煙支

援マニュアル」、「対象者評価から企画やプロ

グラムを評価」は低かった。 

〇認知度調査では「ロコモ」、「健康日本21」、

「メタボの減量目標」の認知度が高く、「スマ

ートライフプロジェクト」、「研修ガイドライ

ン」、「AUDIT」が低い。 

〇習得度・認知度に職種間差、所属間差、保健指

導経験年数間差がみられた。 

 

３）日本人間ドック学会研修会参加者の課題分析 

〇自信度に対する職種間差：管理栄養士は医師、

保健師に比べて有意に自信をもって行っていた。 

〇施設内の勉強会：医師は知識学習型，保健師の

実践的学習型の勉強会を有意に高く実施。 

〇体制：特定保健指導マニュアルの完備で医師よ

り保健師で有意に高スコアを示した。 

〇外部の特定保健指導研修会参加：保健師は医師

に比べ有意に研修会に参加している。 

〇日本人間ドック学会主催のブラッシュアップ

研修会：「業務に役立つか」では医師は保健師，

管理栄養士に比べ業務に役立つ率が低いとし

ているものの、総じて役に立っていると結果で

あった。 

〇人間ドック学会発行のグループ支援のための

DVD「メタボリックシンドロームと言われたら」

の活用度は，どの職種も活用度は低く，とくに

保健師の活用度が有意に低かった。 

 

４）管理栄養士・栄養士の保健指導に関するコン

ピテンシーの測定 

登録者名簿については40都道府県から回答が

得られ（回答率85%）、18都道府県から名簿提供

の同意を得た。その他4都道府県から直接送付の

同意を得た。平成26年2月、22都道府県1,614名の

栄養ケア・ステーション特定保健指導登録者に対

して、郵送により調査協力依頼文書および調査票

を配布した。今後は、回収、集計、および分析を

順次行っていく予定である。 

 

５）eラーニングの開発と効果に関する検討 

〇3つの禁煙eラーニングプログラムに対する指

導者の評価は概ね良好であった。 

〇有効性の評価においても、3種類のプログラム

とも禁煙治療の知識、自信、態度について有意

な改善がみられた。行動についても学習直後の



 

調査であったが、5項目中、治療版、支援版で3

項目、導入版で2項目において有意な改善がみ

られた。 

 

６）コアスライドの作成 

5分野についてコアスライドを作成した。作成

者、協力者は「標準的な健診・保健指導プログラ

ム（改訂版）の策定に参加した研究者を中心とし

ており、その概念や具体的な方法をわかりやすく

伝える教材をめざし、意見交換をしながらコンパ

クトにまとめた。実際の研修の場面では、これら

のスライドに加えて、講師自らのスライドを加え

ることにより、標準化と地域特性やニーズによる

アレンジが可能な内容としている。 

ワークショップにて研修企画者、講師等の意見

を踏まえ、修正を行っている。 

① 健診結果のフィードバック・受診勧奨：全

員に対する情報提供、受診勧奨の考え方、

健診判定値の根拠、ナショナル・データ・

ベース（NDB）を活用した性・年齢階級別

の検査値平均値についてコアスライドを

作成した。 

② 食生活支援：エネルギーコントロールを中

心に、行動科学や食環境整備の視点を組み

込んだ食生活支援に関するコアスライド

を作成し、標準的な研修実施に向けてテキ

ストを付けた。 

③ アクティブガイドを活用した特定保健指

導：特定保健指導における不可欠な内容と

して、１）初回面接での減量プラン策定、

２）生活活動も含めた身体活動支援の重要

性、３）シンプルなメッセージによる目標

の提示、４）標準的な質問票を用いたアセ

スメント法、５）セグメント別の指導法、

６）安全な身体活動・運動実践のポイント、

７）痛みを訴える対象者に対する運動療法

のポイント、８）生活環境についての気づ

きを促すこと、９）情報提供ツールについ

て、の９項目を挙げ、コアスライドを作成

した。研修時間には限りがあるので、20〜

30 分程度で講習が完了する分量とするこ

と、内容が具体的に把握できるよう、イラ

ストや図をより多く用いることに留意し

た。 

④ 禁煙支援：健診や保健指導の場面で簡単に

用いられるよう、禁煙指導の根拠、ABR 方

式、ABC 方式の概要についてコアスライド

を作成、解説書も掲載した。 

⑤ 飲酒のリスクと節酒支援：特定保健指導で

のアルコール問題の理解、ならびに減酒指

導に焦点を当てたスライドを作成した。 

 

７）ワークショップの実施 

〇研修企画の現状について、３つのテーマ（①

年間を通じた研修計画について、②個々の研

修会について、③職場内の研修会について）

と４つのカテゴリー（企画・運営・評価・改

善工夫）を基に、グループワークを実施し、

情報の共有化を図ると共に保健指導を効果

的に実施できる人材のスキルアップと事業

企画の評価法などの現状を把握した。 

〇研修会の企画、運営について、PDCAを回した

効果性の高いものにしていくために、対象者

のニーズを的確に把握する方法、効果を客観

的に測る物差し（指標）、効果的な実施方法

についての情報提供、企画についてのアドバ

イスを求める声が多くあった。 

〇コアスライドについては、使う側の立場で忌

憚のない意見が聴取できた。作成者が直接意

見を聞くことで、より現状に即した内容に改

変することとなった。 

 

Ｄ．考察 

今年度は本研究班の初年度であり、研究者間の

問題意識の共有と実態調査に時間を割いた。 

研修企画者については、都道府県、国保連のほ

ぼすべてをカバーすることができた。制度開始後

6年が経過し、ニーズの多様化、より実践的な内



 

容への要求度が高まっていることが課題として

把握できた。研修企画者に対してアドバイザー的

な存在が求められていること、地域で講師を確保

できない悩みを解消する手立てが強く求められ

た。 

ワークショップでは研修参加者側の保健指導

機関の意見を聴取することができた。県等の集合

研修に一定の情報伝達効果は期待しているもの

の、職場でのOJTに直結する方法の紹介、保健指

導者の客観的なスキル測定と学習課題の明確化

などについてのニーズが高まっている。 

保健指導者のスキル、認知度は職種別、経験年

数別、機関別等で多様となっており、個人に合っ

た学習を進める必要がある。自らの達成度を把握

し、適切な情報に接することができることが重要

であり、eラーニングやOJTのより一層の拡充が求

められる。 

本研究班では、今年度作成した調査票を応用し、

ホームページ上で「健康Word検定」を展開、ABC

方式・ABR方式、AUDITなど認知度の低い項目につ

いては学習者の能力に合わせて情報を提供でき

るシステムを作成した。 

また、地元の保健医療従事者、研究者等が特定

保健指導研修の講師を実施できる体制づくりも

急務と考えており、今年度はコアスライドを作成

した。次年度、このスライドを用いて研修会を実

施してもらい、課題について検討したうえでさら

に使いやすくしていきたいと考えている。このよ

うな講師に対する研修会などの企画も必要と考

えている。 

今回の研究を通じて、各分野の専門家が繰り返

しディスカッションできたのは大きな収穫であ

った。保健指導対象者に対してよりよい支援をで

きる指導者を育成するために、国や地方自治体、

学会は何をすべきか、また研究者・専門家に求め

られる役割は何か、改めて考えることができた研

究であった。 

この成果を次年度以降のモデル実施につなげ

ていきたい。 

 

Ｅ．結論 

 特定保健指導研修に関する課題抽出、習得度・

認知度調査票の作成と実施、コアスライドの作成、

ワークショップの実施等を行った。各分野の専門

家が独立して教材を作成するのではなく、共通の

目標をもって標準化をすることも重要であると

考えられた。 
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